
個人情報保護宣言 

2026年 3月 

 

 台北富邦商業銀行東京支店（以下、「当行」といいます。）は、「個人情報の保護に関する

法律」（以下、「法」といいます。）及び「行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律」（以下、「番号法」といいます。）等に基づき、お客様から取得した個

人情報、個人番号及び個人番号をその内容に含む個人情報の適正な取扱い及び保護を図

るため、以下のとおり「個人情報保護宣言」を制定し、公表します。 

なお、以下において、個人番号及び個人番号をその内容に含む個人情報を「特定個人情

報」、個人情報、個人番号及び特定個人情報を総称して「個人情報等」といいます。 

 

1. 関連法令等の遵守 

当行は、法、番号法、個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（通則編）、金

融分野における個人情報保護に関するガイドラインその他の日本及び台湾の関連法令等を

遵守します。 

 

2. 個人情報等の利用目的 

当行は、法に基づき、お客様の個人情報を、別紙 1（「個人情報の利用目的」）に記載の利

用目的の達成に必要な範囲内で利用します。なお、当行は、法及び関連するガイドラインに

基づき、個人情報のうち機微（センシティブ）情報については、適切な業務の運営の確保その

他正当な理由がある場合を除き、利用しません。 

また、当行は、特定個人情報については、番号法に基づき、別紙 2（「特定個人情報の利用

目的」）に記載の利用目的の達成に必要な範囲内で利用します。 

機微（センシティブ）情報とは、以下の情報をいいます。 

 要配慮個人情報（ご本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪によ

って害を被った事実、障害の有無、健康診断その他医療に関する情報、刑事事件

又は少年保護事件に関する手続きに関する情報等） 

 労働組合への加盟に関する情報 

 門地又は本籍地に関する情報 

 保険医療及び性生活に関する情報（上記の要配慮個人情報に該当するものを除く） 

 その他ご本人に対する不当な差別、偏見、その他の不利益が生じないよう、その取

扱いに特に配慮を要する個人情報 

  



3. 個人情報等の適正な取得 

当行は、偽りその他不正な手段によりお客様の個人情報等を取得しません。当行は、法

に基づき、適正かつ適切な手段により、お客様の個人情報等を取得します。要配慮個人

情報については、法令で定める場合を除き、あらかじめご本人の同意を得て取得します。

当行は、お客様の個人情報をたとえば以下の情報源から取得します。 

 お客様ご自身がご記入又はご入力された申込書・契約書等の書類 

 官報や新聞等の公表資料 

また、当行は、お客様との契約締結時に、たとえば以下の個人情報等を取得します。 

 氏名、住所、生年月日、電話番号、職業、勤務先 

 個人番号 

 資産、収入、他の金融機関からのお借入れ状況、ご家族に関する情報 

 

4. 個人情報等の第三者提供 

当行は、法令に定めがある場合を除き、お客様の事前の同意なく、個人情報を第三者に

提供しません。ただし、利用目的の達成に必要な範囲内で個人情報の取扱いを外部に委

託する場合、事業の承継（合併等）の場合、又は別紙 3（「共同利用について」）に定める特

定の者との間で個人情報を共同利用する場合等、法により認められている場合には、お

客様の同意なく個人情報を提供することがあります。 

 

また、外国にある第三者に個人データを提供する場合には、法令に基づき、ご本人の同

意を得る際に、第三者が所在する外国等に関する情報提供を行います。外国送金の場合

については、別紙 5（「外国送金における個人データの提供先の外国における個人情報保

護制度等」）をご参照ください。 

ご本人の同意を得る際に第三者が所在する外国が特定できず、事後的に特定できた場

合は、お客さまの求めに応じて、特定できた外国等に関する情報提供を行います。後記

9 .のお問い合わせ窓口までお問合せください。 

 

当行は、特定個人情報については、番号法に基づき、同法で認められた場合を除き、第

三者には提供しません。 

 

5. 安全管理措置の実施 

当行は、お客様の個人情報等について、漏えい、滅失又は毀損の防止その他の個人情

報の安全管理のため、必要かつ適切な安全管理措置を講じています。具体的には、個人

データの適正な取扱いを確保するため、組織的、人的、物理的、技術的及び外的環境の

把握等の各側面から適切な措置を講じることにより、個人情報等の安全管理を徹底してい

ます。当行が講じております安全管理措置の具体的内容については、9 .のお問い合わせ

窓口までお問合せください。 

  



6. 個人情報等の管理の継続的な改善 

当行は、お客様の個人情報等を適正に取り扱うため、本宣言の内容を適宜見直し、個人

情報等の管理体制の継続的な改善に努めております。また、法令や社会情勢の変化を踏

まえ、必要に応じて本宣言を改訂し、より一層の個人情報保護に取り組んでおります。そ

の際は、当行ホームページ上等において改訂内容を公表し、周知します。 

 

7. 個人情報等の取扱いの委託 

当行は、お客様の個人情報等の取り扱いの全部又は一部を外部に委託する場合があ

ります。その際には、委託先の適格性を十分に確認した上で、個人情報の安全管理が図

られるよう、契約の締結等により必要な事項を定め、適切に監督します。また、委託先にお

いて個人情報の漏えい等が発生しないよう、継続的な管理状況の把握に努めます。 

当行は、外国に所在し、法の基準に適合する体制整備を実施した事業者に対し個人デ

ータの取り扱いを委託する場合は、事業者の体制整備の実施が継続的に確保されるよう

必要な措置を講じます。 

 

8. 開示請求手続き 

当行は、法に基づく保有個人データの開示等（利用目的の通知、開示、訂正、利用停止

等）及び第三者提供記録の開示のご請求等について、別紙 4「開示請求等手続について」

に定める手続に基づき、適切かつ迅速に対応します。 

 

9. 個人情報等の取扱いに関するご質問・ご意見・苦情等 

 当行は、お客様の個人情報等の取扱いにつき、適切な管理に努めています。当行にお

ける個人情報等の取扱いに関するお問い合わせ・ご意見・苦情等がございましたら、以下

の窓口までご連絡ください。当行はお客様のご意見やご要望に対し、誠実かつ迅速に対

応します。 

 

台北富邦商業銀行東京支店 電話 03-6700-4688（受付時間 午前 9時から午後 5時） 

 

10. 当行本店が定める個人情報保護の適用 

 お客様が台湾の居住者である場合には、当行本店が定める「台北富邦商業銀行蒐集、

處理及利用個人資料告知事項」も適用されます。当行は、これらの規定に基づき、お客様

の個人情報の取得、処理及び利用を適切に行います。 

 

 

以上  



（別紙 1）個人情報の利用目的 

  個人情報は、法に基づき、以下に掲げる業務において利用目的の達成に必要な範囲で取

得・利用します。 

1. 事業内容 

 預金業務、融資業務、為替業務、外国為替業務及びこれらに付随する業務 

 その他、銀行が営むことができる業務及びこれらの付随業務（今後、取扱いが認めら

れる業務を含みます。） 

2. 利用目的 

 各種金融商品の口座開設や、金融商品・サービスのお申込み受付のため 

 犯罪による収益の移転防止に関する法律に基づく取引時確認等、金融商品やサービ

スをご利用いただく資格等の確認のため 

 預金取引や融資取引等における期日管理等、継続的なお取引における管理のため 

 融資のお申込みや継続的なご利用等に際しての審査・判断のため 

 適合性の原則に照らした判断等、金融商品やサービスの提供に係る妥当性を判断す

るため 

 与信事業に際して、個人信用情報機関に情報を提供する場合等、適切な業務遂行に

必要な範囲で第三者に提供するため 

 他の事業者等から個人情報の処理を委託された場合に、委託を受けた業務を適切に

遂行するため 

 お客様との契約又は法令等に基づく権利の行使や義務の履行のため 

 市場調査、データ分析やアンケートの実施等による金融商品・サービスの研究・開発

のため 

 ダイレクトメールの発送等、金融商品やサービスに関する各種ご提案のため 

 各種お取引の解約やお取引解約後の事後管理のため 

 その他、お客様とのお取引を適切かつ円滑に履行するため 

 

なお、当行は、機微（センシティブ）情報については、法及びガイドラインに基づき、適

切な業務運営の確保その他正当な理由がある場合を除き、利用又は第三者提供を行い

ません。 

以上 

  



 

（別紙 2）特定個人情報の利用目的 

  

 特定個人情報は、番号法に基づき、以下に掲げる利用目的の達成に必要な範囲で取

得・利用します。当行がお客様に係る個人番号を取扱う事務の範囲は、番号法及びその他

の関係法令で定められた事務に限ります。 

 

① 預貯金口座付番に関する事務 

② 金融商品取引に関する法定書類の作成事務 

③ 非課税貯蓄制度等の適用に関する事務 

④ 国外送金等取引に関する法定書類の作成事務 

⑤ 法令に基づき作成する支払調書の作成事務 

⑥ 公金受取口座の登録・変更・抹消等に関する事務 

⑦ 災害等及び相続時における預貯金口座の情報提供に関する事務 

⑧ その他①から⑦までに関連する事務のため 

当行は、お客様から直接書面に記載されたご本人の特定個人情報等を取得する場合

には、あらかじめその利用目的を明示します（法令により明示の必要がないとされている

場合を除きます）。 

また、当行は番号法第 19条各号に定める場合を除き、ご本人の同意の有無にかかわ

らず、特定個人情報を第三者に提供しません。 

以上 

  



（別紙 3）共同利用について（特定個人情報を除きます） 

 

 当行は、法第 27条第 5項第 3号に基づき、利用目的の範囲内において、お客様の個

人データを、以下のとおり、当行本店及び富邦金控控股股份有限公司の子会社と共同し

て利用することがあります。共同利用に際しては、申込書・契約書等を通じて、お客様の

同意をいただいたうえで実施します。 

 

1. 共同利用される個人データの項目 

 個人の情報 

氏名、生年月日、年齢、勤務先名、役職名、勤務先所在地、住所、電話番号、電

子メールアドレス等 

 お取引に関する情報 

商品・サービスの種類、お取引金額、ご契約日、融資申込内容等 

 お取引の管理に必要な情報 

口座番号、お取引履歴、返済履歴等 

 

2. 共同利用者の範囲 

(1) 台北富邦商業銀行股份有限公司 

(2) 富邦人壽保險股份有限公司 

(3) 富邦產物保險股份有限公司 

(4) 富邦綜合證券股份有限公司 

(5) 富邦證券投資信託股份有限公司 

(6) 富邦期貨股份有限公司 

(7) 富邦證券投資顧問股份有限公司 

 

3. 利用目的 

 各種金融商品の口座開設や、金融商品・サービスのお申込み受付のため 

 犯罪による収益の移転防止に関する法律に基づく取引時確認等、金融商品やサ

ービスをご利用いただく資格等の確認のため 

 預金取引や融資取引等における期日管理等、継続的なお取引における管理の

ため 

 融資のお申込みや継続的なご利用等に際しての審査・判断のため 

 適合性の原則等に照らした判断等、金融商品やサービスの提供に係る妥当性の

判断のため 

 与信事業に際して情報を個人信用情報機関に提供する場合等、適切な業務遂

行に必要な範囲で第三者に提供するため 

 他の事業者等から個人情報の処理を委託された場合に、委託を受けた業務を適

切に遂行するため 



 お客様との契約又は法令等に基づく権利の行使や義務の履行のため 

 市場調査、データ分析やアンケートの実施等による金融商品・サービスの研究・

開発のため 

 ダイレクトメールの発送等、金融商品やサービスに関する各種ご提案のため 

 各種お取引の解約やお取引解約後の事後管理のため 

 その他、お客様とのお取引を適切かつ円滑に実施するため 

 

4. 個人データの管理について責任を有する者の名称及び住所等 

当行東京支店 

〒100-0004 東京都千代田区大手町 2丁目 6番 4号  

TOKYO TORCH常盤橋タワー27階 

代表者 谷村 明政 

 

当行本店 

台北市中山區遼寧街 179 號 15-16 樓 

代表者 蔡明興 

 

富邦人壽保險股份有限公司 

台湾台北市信義區松高路 77 號 8 樓 

代表者 林福星 

 

富邦產物保險股份有限公司 

台湾台北市遼寧街 179號 7-14樓 

代表者 許金泉 

 

富邦綜合證券股份有限公司 

台湾台北市大安區仁愛路四段 169號 3、4樓 

代表者 程明乾 

 

富邦證券投資信託股份有限公司 

台湾台北市松山區敦化南路一段 108號 8樓 

代表者 黄昭棠 

 

富邦期貨股份有限公司 

台湾台北市中正區襄陽路 9 號 3 樓・3 樓之 1・20 樓・21 樓 

代表者 陳瑞珏 

  



 

富邦證券投資顧問股份有限公司 

台湾台北市松山區敦化南路一段 108號 10樓 

代表者 陳奕光 

以上 

  



（別紙 4）開示請求等手続について 

 当行は、法に基づき、お客様又はその代理人からの開示、訂正、利用停止等のご請

求（以下、「開示等の請求等」といいます。）手続に対し、以下の要領により適切かつ迅速

に対応します。 

なお、「利用目的の通知」や「保有個人データの利用停止等」をご希望される場合は、

お問い合わせ窓口までお申し出ください。 

1. 開示等の請求等ができる項目 

お客様は、当行が保有する保有個人データにつき、次の請求を行うことができます。 

 利用目的の通知の請求 

 開示の請求 

 訂正、追加又は削除の請求 

 利用の停止又は消去の請求 

 第三者提供の停止請求 

 第三者提供記録の開示請求 

2. 開示等の請求等の手続ができる方 

 お客様ご本人 

 未成年者又は成年被後見人の法定代理人 

 開示等の請求等の手続についてお客様ご本人が委任した代理人（任意代理人） 

3. 開示等の請求等の方法 

(1) 窓口でのご請求 

当行のお問い合わせ窓口にて、所定の開示等請求書に必要事項をご記入のう

え、ご本人確認書類及びご印鑑（お取引印）を、代理人による場合はご本人及び

代理人のご本人確認書類及びご印鑑をご提示ください。 

(2) 郵送によるご請求 

所定の開示等請求書に必要事項をご記入いただき、ご本人確認書類を同封のう

え、当行のお問い合わせ窓口までご郵送ください。 

〒100-0004 東京都千代田区大手町 2丁目 6番 4号 

TOKYO TORCH常盤橋タワー27階 

台北富邦商業銀行東京支店 個人情報お問い合わせ窓口宛 

4. 本人確認書類 

開示等の請求等の手続を行う際は、ご本人様（代理人様）の確認のため、ご本人確

認書類をご提示ください。 

5. 開示等の手数料 

 開示等の手続につきましては、当行所定の手数料を申し受けます。くわしくは窓口ま

でお問い合わせください。 

  



6. 開示等に関する回答の方法・時期 

 開示等のご請求をいただいた場合は、ご本人から特にご指定のない限りは、書面の

交付その他の方法により合理的な期間内にご回答します。 

以上 

  



（別紙 5） 外国送金における個人データの提供先の外国における個人情報保護制度等 

 

 当行は、お客様のご依頼に基づく外国送金において、お客様の同意の基づき、外国（送金

先国）にある第三者（送金先金融機関）にお客様の個人データを提供します。お客様の個人

データの提供先となる第三者が所在する送金先国における個人情報の保護に関する制度な

どの情報の詳細は、お客様が送金先として指定した第三者が所在する外国に応じて、以下

の個人情報保護委員会及び全国銀行協会のウェブサイトをご確認ください。 

 当行は、外国送金に際し、可能な限り経由銀行や経由国が少ない形で、最終受取銀行に

送金できるよう努めています。しかし、お客様から外国送金のご依頼を受け付けた時点では、

最終受取銀行に対する送金電文のルートを把握することができません。そこで、経由銀行が

所在する外国の名称の特定、及び当該外国の名称や個人情報の保護に関する制度等の情

報のご提供は困難な場合がありうることを、あらかじめご承知おきください。 

 外国送金のお取引の際は、事前に以下ウェブサイトの内容をご確認ください。 

 個人情報保護委員会「外国における個人情報の保護に関する制度等の調査」 

 https://www.ppc.go.jp/personalinfo/legal/kaiseihogohou/#gaikoku 

 全国銀行協会「外国送金するときの個人情報の取扱いは?」 

 https://www.zenginkyo.or.jp/article/tag-f/17491/ 

なお、当行は、外国送金依頼書兼告知書において、外国送金におけるお客様の個人デー

タを外国にある第三者に提供する旨につき、あらかじめお客様の同意をいただいております。 

以上 

https://www.ppc.go.jp/personalinfo/legal/kaiseihogohou/#gaikoku
https://www.zenginkyo.or.jp/article/tag-f/17491/

